
購入時に食品自体が遠隔地にある場合、消費者
は当該食品を手に取ってその表示を確認すること
ができないことなどの事情を踏まえ、インターネット
販売に係る情報に関する次の事項を検討

（１）必要な情報の内容

（２）必要な情報提供の方法

（３）情報提供の促進のための方策

（４）その他

片岡 康子 一般社団法人新経済連盟事務局

岸 克樹 日本チェーンストア協会食品委員会委員

小柳 輝 アジアインターネット日本連盟

斉藤 剛 株式会社髙島屋クロスメディア事業部総務部部長

迫 和子 公益社団法人日本栄養士会専務理事（座長代理）

笹川 博子 日本生活協同組合連合会執行役員組織推進本部本部長

澤木 佐重子 公益社団法人全国消費生活相談員協会食の研究会代表

武石 徹 一般財団法人食品産業センター企画調査部部長

竹内 淑恵 法政大学経営学部教授

松岡 萬里野 一般財団法人日本消費者協会理事長

丸山 正博 明治学院大学経済学部教授

森田 満樹 消費生活コンサルタント

湯川 剛一郎 東京海洋大学先端科学技術研究センター教授（座長）

構成員検討項目

スケジュール

平成28年秋頃を目途に取りまとめを行う

食品のインターネット販売における情報提供の在り方懇談会
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食品のインターネット販売における情報提供の在り方懇談会スケジュール

平成27年12月４日 第１回 検討内容の決定、今後のスケジュール等

平成28年１月26日 第２回

平成28年３月９日 第３回 事業者ヒアリング

平成28年３月30日 第４回

平成28年４月28日 第５回 消費者ヒアリング

平成28年５月24日 第６回 事業に関わっている委員からのヒアリング

第７回 アンケート結果の提示・解析・議論
＜検討テーマ＞
・必要な情報の内容
・必要な情報提供の方法

第８回 ＜検討テーマ＞
・情報提供の促進のための方策

第９回 取りまとめのための議論

第10回

平成28年秋頃 報告書公表
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食品のインターネット販売における情報提供の在り方懇談会開催の背景

◆ 「インターネット販売の取扱い」は、「食品表示一元化検討会報告書」（平成24年８月９日
公表）において、専門的な検討の場を別途設け、引き続き検討すべき課題とされ、消費者基
本計画（平成27年３月24日閣議決定）においても実態を踏まえた検討を行うべき個別課題と
して検討を行うこととされている。

◆ 新たな食品表示制度では、食品表示法の目的である、食品を摂取する際の安全性の確
保及び自主的かつ合理的な食品の選択の機会の確保を図るため、従来より食品ラベルの
情報を充実させたところ。

◆ 一方で、消費者がインターネットを通じて食品を購入する際、食品を直接手に取ることが
できず、ウェブページでしか情報を確認できない。そのため、食品表示に関する情報が必ず
しも消費者に対して伝達されていない場合もある。

◆ 食品のインターネット販売は、近年、その利用が急増、今後も成長が見込まれる業態であ
るところ、消費者の利用も一層増えることが見込まれる。このため、新たな食品表示制度の
開始に当たり、その情報提供の在り方について検討を行う必要がある。
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＜参考＞第１回食品のインターネット販売における情報提供の在り方懇談会資料２より抜粋
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